
第    回２

子ども・子育て関連３法により、園を取り巻く環境が
大きく変化しようとするなか、
現在、幼稚園、保育所、認定こども園は
どのような取り組みをしているのだろうか。
5年間の経年分析から探る。
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調査名 調査時期 調査対象

分析の枠組み＆サンプル数

幼稚園 保育所
認定こども園

国公立 私立 公営 私営

第 1回 幼児教育・保
育についての基本調
査（幼稚園編）

2007 年 6月

園児数 30人以上
（一部、園児数不
明の園も含む）の
国公私立幼稚園
園長・副園長（教
頭）・主任

401  
（発送数1,421

   回収率28.2%）

1,203
（発送数5,680

   回収率21.2%）

第 1回 幼児教育・保
育についての基本調
査（保育所編）

 2008 年
9 月～ 10 月

園児数 30人以上
（一部、園児数不
明の園も含む）の
認可保育所の所
長・施設長（園長）、
副所長・副施設長
（副園長）、主任

1,540
（発送数6,000

回収数1,584

   回収率26.4%）

 1,478
（発送数6,000

  回収数1,434　

  回収率23.9%）

第 2回 幼児教育・保
育についての基本調
査（幼稚園・保育所・
認定こども園）

2012 年
10月～12月

園児数 30人以上
（一部、園児数不
明の園も含む）
の国公私立幼稚
園、公私営認可
保育所、認定こど
も園の園長等（※）

※園長・所長・施設
長、副園長（教頭）・
副所長・副施設長、
主任など

全体：発送 29,100 園、回収 5,221 園

456
（発送数2,700

回収率16.9%）

921
（発送数5,000

回収率18.4%）

1,362
（発送数9,700

回収率14.0%）

2,343
（発送数10,900

回収率21.5%）

139
（発送数800　     

回収率17.4%）

調査概要

※保育所は「認可保育所」を調査対象にしている。
※保育所については公設民営園があるため、「公営」「私営」という用語で公私の区分けを行っている。幼稚園については、「国公立」「私立」で区分けを行っている。
※本ダイジェストでは、2007年に実施した幼稚園調査と、2008年に実施した保育所調査を「07/08年調査」、2012年に実施した幼稚園・保育所・認定こども園調査を
　「12年調査」と表している。
※本ダイジェスト版で使用している百分率（％）は、小数点第２位を四捨五入して表示した。四捨五入の結果、数値の和が 100にならない場合がある。

調査テーマ

調 査 方 法

調 査 地 域

調 査 項 目

日本国内全域

園の教育・保育活動、子育て支援活動、園の体制などに関する園長の意識と実態

郵送法（自記式アンケートを郵送により配布・回収）

環境や設備／保育者の状況／教育・保育目標／教育課程・保育課程／指導計画／教育・保育活

動／子育て支援／保育者研修／障害児対応の体制／園の課題／認定こども園への移行など

※調査票は、幼稚園版・保育所版・認定こども園版の３種類を作成。共通項目と、各施設ごとの項目から設計。

公私・経年
比較が可能

公私・経年
比較が可能

幼稚園・保育所・認定こども園間の
比較が可能



西暦（年） 社会＆教育全体の出来事 幼児教育・保育に関する政策動向

2005 合計特殊出生率 1.26 ／総人口減少へ 中央教育審議会「子どもを取り巻く環境の変化を踏まえた今後の幼児教育の在り方について」答申（1月）

2006 合計特殊出生率 1.32
文部科学省「幼児教育振興アクションプログラム」策定（7月）
認定こども園設置法施行（10月）
教育基本法改正（12月）

2007

熊本県で「赤ちゃんポスト」開始
給食費未納問題、「モンスターペアレント」話題に
改正男女雇用機会均等法施行
合計特殊出生率 1.34

学校教育法改正（６月）
社会保障審議会少子化対策特別部会設置（12月）

2008
派遣社員の大量解雇（「派遣切り」）
「教育振興基本計画」策定
リーマンショック

中央教育審議会「幼稚園、小学校、中学校、高等学校及び特別支援学校の学習指導要領等の改善について」答申（1月）
「新待機児童ゼロ作戦について」を発表（2月）　
幼稚園教育要領改訂告示（3月）、保育所保育指針改定告示（3月）
「保育所保育指針等の施行等について」通知（3月）
「保育所における質の向上のためのアクションプログラム」を別添（3月）
文部科学省・厚生労働省「認定こども園の普及促進について」公表（7月）

2009 衆議院議員選挙で民主党政権の誕生
文部科学省・厚生労働省「今後の認定こども園制度の在り方について」公表（3月）
幼稚園教育要領、保育所保育指針の実施（4月）

2010 高校無償化法成立
「子ども・子育てビジョン」閣議決定（1月）
「子ども手当て」実施（4月）　
「幼児期の教育と小学校教育の円滑な接続の在り方について（報告）」（11月）

2011
東日本大震災
08年告示の小学校学習指導要領の全面施行

2012
第２次安倍政権の誕生
教育再生実行会議、自民党教育再生実行本部の設置
合計特殊出生率 1.41

「子ども・子育て新システムに関する基本制度」少子化社会対策会議にて決定（3月）
新「児童手当法」施行（5月）　＊「子ども手当」廃止（3月）
子ども・子育て関連 3法公布（8月）

2013
アベノミクスの３本の矢（財政出動、金融改革、成長戦略）
第 2期教育振興基本計画を閣議決定

「子ども・子育て会議令」施行（4月）
子ども・子育て支援法附則第四条の保育の需要及び供給の状況の把握に関する内閣府令公布＆施行（4月）
厚生労働省「待機児童解消加速化プランについて」を発表（5月）
「少子化危機突破のための緊急対策」（子育て支援と働き方の改革、結婚・妊娠・出産支援の３本柱）（6月）
幼保連携型認定こども園保育要領（仮称）の策定に関する合同の検討会議（第 1回）の開催（6月）

社会＆幼児教育・保育関連動向年表（2005 年～ 2013 年 6月）

幼児教育・保育を取り巻く環境資料

　　　幼稚園・保育所・認定こども園数の推移図１

第１回調査実施
（幼稚園編）

私立幼稚園
公立幼稚園
国立幼稚園
保育所（公私営計）
認定こども園（公立）
認定こども園（私立）
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　　　待機児童数と保育所利用率の推移図 2
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待機児童数 利用率（全体） 利用率（３歳未満）▲

25,384 26,275 25,556 24,825

21.0
19.618.6

20.3 21.7 22.8
24.0 25.3

30.7
29.628.9 30.2 31.3 32.2 33.1 34.2

（％） （人）

出典：厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」より

出典：

第１回調査実施
（保育所編）

第２回調査実施
（幼・保・認定こども園）

（年）

（年）

22,925

▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲ ▲
▲

文部科学省「学校基本調査」
厚生労働省「保育所関連状況取りまとめ」
厚生労働省幼保連携推進室「認定こども
園の平成 24 年 4 月 1 日現在の認定件数
について」より

5,024
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監修者からのメッセージ

ます。見方によっては、移行を考えている園が増えてきたと
も思います。私立幼稚園にとっては、定員割れの状況の改善
や１、２歳からの一貫した保育・教育が可能になるわけですし、
私営保育所にとっては、移行すると、身分が保育教諭になり、
学校教育と保育を一体的に提供する施設の教員になるわけで
すから、学校教育を期待している保護者のニーズに応えやす
くなります。今後の国、自治体の議論次第ですが、認定こど
も園への移行がさらに進むのではないかと推測しています。

　一方、今回の調査では、「保育者の資質の維持、向上」が
もっとも重要な課題としてあげられ、さらに保育者の資質向
上のために必要なこととして、「保育者の給与面での待遇改
善」と「養成課程の教育内容の充実」があげられていました。
OECD加盟国では保育士・保育教諭の給与を小学校教諭と同一
とすることが目標になっていますが、それに比べると日本は
まだ低いと思います。保育士の養成課程を４年制にする動き
があることを考えると、保育者の資質の向上には、給与面で
の待遇改善が重要だという認識で一致していることが示され
た格好です。

２．回答園設置形態

①幼稚園（経年比較） ②保育所（経年比較）

③認定こども園（類型）

私立・幼保連携型 公立・保育所型

認定こども園（139）

地方裁量型
その他私立・幼稚園型公立・幼稚園型

私立・保育所型
公立・幼保連携型

7.9
2.2 3.6  2.9

0.0 48.9 27.3 7.2

12 年調査（456）

12 年調査（921）

国公立

私立

07/08 年調査（401）

07/08 年調査（1,203）

6.2

 0.5
7.5

89.5

0.7

3.3

3.9 

3.6
3.3
3.7

1.7 

93.0

86.4

96.7 12 年調査（1,362）

12 年調査（2,343）

公営

私営

07/08 年調査（1,540）

07/08 年調査（1,478）

0.4

5.1

1.8

0.7

97.8

100.0

13.7 80.4

11.2 88.8

基本属性

１．回答者の役職（経年比較）

12 年調査（456）

12 年調査（921）

07/08 年調査（1,540）

12 年調査（1,362）

07/08 年調査（1,478）

12 年調査（2,343） 

12 年調査（139）

国公立

私立

公営

私営

保育所

幼稚園

認定こども園

07/08 年調査（401）

07/08 年調査（1,203）

園長・所長・施設長 副園長（教頭）・副所長・副施設長
主任

その他 無答不明

55.6 1.2
2.7

15.4 1.1

21.2 19.2

70.6 3.79.2

12.7 0.9

1.4

4.2
1.2

1.9

3.4 1.1
2.1

2.4
2.3

3.0
2.5

2.9
3.6

63.6 15.4 7.4

69.2 5.111.113.2

81.6 11.1

85.9 7.6

67.1 7.3 20.8

75.2 5.9 13.3

73.4 10.1 10.1

（％）

国立 公立 無答不明その他

0.0

（％）

0.0
0.0

（％）宗教法人 学校法人 その他の法人
個人 無答不明
その他

0.0

0.0
0.0

公設公営 その他 （％）
無答不明

その他 無答不明
（％）

0.0
0.0

公設民営 民設民営（私立）

0.0
0.0

私 立幼稚園と私営保育所の認定こども園への移行意識の
結果から、まだ様子を見ている園が多いことがわかり

（％）

の間の変化を見ることを可能にしたものです。幼稚園は定員
割れ、保育所（特に 3歳未満）は定員超過となる傾向が強
いことがわかります。

　幼稚園は、また、預かり保育を拡大してきています。それ
らが多くの幼稚園の認定こども園への転換を不可避なものに
すると予想できます。しかし、実際にはためらいを感じてい
る幼稚園が多いのは，転換に当たり、どの程度の補助金の割
り増しがあるかまだ見当がつかないからでしょう。

　保育所の保育の向上への努力は顕著に出てきていますが、
しかし、園内研修の充実にはまだ必ずしもつながっていませ
ん。事務量も増えており、保育の忙しさが推察されます。民
間の園は保育者の待遇改善を望む声が強く、公立の園では非
正規雇用を正規の保育者にしたいと望んでいます。保育者の
量的確保と質の維持・向上が大きな課題だと自覚している園
が増えたことも明らかです。こういったことへのサポートを
どこまで国・自治体が行えるかが問われています。

本 調査は全国の幼稚園・保育所・認定こども園の現在の
時点での実情を表した唯一の調査であり、同時に数年

白梅学園大学教授 無藤　隆 白梅学園大学学長 汐見 稔幸
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認定こども園への移行

※ 3 つまで選択。（　）内はサンプル数。

１
「条件によっては、認定こども園に移行してもよいと思う」私立幼稚園は 36.0%、私営保育所は
15.4% にとどまっている。一方、「移行は考えていない」私営保育所は 31.7% である。また、移行
を決める際、特に重視する条件として、私立幼稚園の 62.2% が「施設整備費の保障」を、私営保
育所の 41.4% が「保育者の処遇 ( 給与 ) を改善するための人件費の充実」を選択している。

「条件によっては、認定こども園に移行してもよいと思う」私立幼稚園は36.0%

条件によっては、認定こども園に移行しても
よいと思う 

認定こども園への移行は考えていない

詳しい内容がわからないので、判断できない

設置者の方針によるため、判断できない

現在、認定は受けていないが、申請中である

その他

※園長が移行への意思決定ができる私立幼稚園、私営保育所のみ分析。図１－２～図１－４も同様である。
※複数回答。（　）内はサンプル数。
※「条件によっては、認定こども園に移行してもよいと思う」の数値は、幼稚園・保育所に提示したそれぞれ 2、3 の選択肢（移行してもよい認定こども園の類型をたずねたもの）
　のうち、いずれかを選択した幼稚園・保育所で分析。 
※「現在、認定こども園の認定を受けている」幼稚園・保育所を除く。

認定こども園に移行するための施設整備費の保障

職員の配置基準を満たすための人件費の保障

会計処理や申請手続きなどの事務手続きの簡素化
あるいは一本化

保育者の処遇（給与）を改善するための
人件費の充実

認定こども園の認定を受ける際の基準の緩和

自治体における所管の一本化

保育者の研修参加など、幼児教育・保育の
質の維持・向上のための予算の充実

先行している認定こども園の実践に関する
情報の提供

その他

政府の子ども・子育て支援のための取り組みである「認定こども園の拡充」に関して、貴園の現況あるいは今後の
対応について、あてはまる番号すべてに○をつけてください。Ｑ

図１－１　認定こども園への移行に関する意識（私立幼稚園・私営保育所）
（％）
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貴園が認定こども園に移行するかどうかを決める際に、特に重視する条件を３つまで選んでください。Ｑ
図１－２　認定こども園への移行を決める際に、特に重視する条件（私立幼稚園・私営保育所）
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13.5

2.3
1.5
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6

移行にあたっての「不安・課題」では、私立幼稚園の 52.5%が「施設・設備の面で対応が困難である」、
私営保育所の 48.0%が「今の保育を変える必要性があるのかがわからない」を選択している。一方、
「期待できること」として、幼保とも「希望するすべての子どもに幼児教育・保育を一体的に提供
できる」がもっとも高い（私立幼稚園 37.2％、私営保育所 35.3％）。

認定こども園への移行について、私立幼稚園は私営保育所より不安も期待も高い

認定こども園への移行についての不安・課題と期待できることをおたずねします。
あてはまる番号すべてに○をつけてください。Ｑ

図１－３　認定こども園への移行にあたっての不安・課題（私立幼稚園・私営保育所）

　　認定こども園への移行

図１－４　認定こども園への移行にあたっての期待（私立幼稚園・私営保育所）
（％）

0 20 50 7010 30 40 60

37.2
35.3
36.4

22.4
30.4

11.1
30.4

4.3
25.6

9.0
25.6

7.1
18.6

14.6
14.8
18.9

13.6
7.4
13.6

6.1
2.3

9.8
0.3
2.0 私営保育所（787）

私立幼稚園（398）

（％）
0 20 50 7010 30 40 60

52.5
20.9

52.1
48.5
46.4

42.3
39.3

13.5
34.2

44.2
34.2

16.4
31.8

2.7
29.6
35.6

29.3
48.0

21.2
7.3

15.6
24.7

2.9
3.8

私営保育所（1,411）

私立幼稚園（591）

施設・設備の面で対応が困難である

事務的な負担が大きくなる

保育者の体制づくり（ローテーションなど）が困難になる

保育の反省や翌日の準備を行う時間の確保が困難になる

長時間児と短時間児がいることで、
十分な保育を行うことが困難になる

会議や研修時間の確保が困難になる

0～ 2歳児の保育への対応が困難である

長時間児と短時間児それぞれの保護者に十分な対応をすることが困難になる

今の保育を変える必要性があるのかがわからない

申請しても、需給調整されて実際に認定されるか不安である

園同士の競争が激化して、園の運営・経営が厳しくなる

その他

0～ 5歳児までの育ちを一貫して
支えることができる

園の子育て支援が充実する

園児数が増えて、園の運営・経営が安定する

異年齢の子ども同士がふれあう機会ができる

園への補助金が増えて、園の運営・経営が安定する

地域の待機児童の減少に貢献できる

幼稚園、保育所の保育者の学び合いが進む

子どもの育ちに必要な集団規模を確保できる

園の施設を有効活用できる

法律に基づく学校または児童福祉施設の位置づけが付与される

その他

保育者の確保が困難である 17.4
27.2

希望するすべての子どもに幼児
教育・保育を一体的に提供できる

１

※図１－３、４は複数回答。（　）内はサンプル数。

▪図１－３、４については、「今はまだわからない」あるいは「不安や課題は、特にない」「期待できることは、特にない」を選択した園を除いて分析。
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園の課題および保育者の資質向上２
園の課題をみると、07/08 年調査に比べて、どの園の区分でも「保育者の確保」「保育者の資質の
維持、向上」の「あてはまる」（「とても」＋「まあ」以下同）比率が増加している（図２－１ａ、
図２－１ｂ）。また、「新たな園児の獲得」の「あてはまる」比率は、 私立幼稚園では 07 年に比べて 7.7
ポイント上昇し、８割を超えている（図２－１ｃ）。

2割の園は「保育者の資質の維持、向上」を園のもっとも重要な課題としてあげている

貴園の保育実践上、運営上の課題についておたずねします。Ｑ
図２－１ａ　「保育者の確保」
　　　　　　（園の区分別・経年比較）

図２－１ｂ　「保育者の資質の維持、向上」
　　　　　　（園の区分別・経年比較）

33.931.9

（％）
0 20 40 60 80 100

とてもあてはまる まああてはまる

39.9 42.4
55.7 37.7

とてもあてはまるまああてはまる

36.9 47.0
50.8 40.7

44.2 47.1
53.1 40.0
51.7 38.4

57.2 35.4

39.7 33.8
22.645.4

34.039.5
42.435.3

48.431.0
35.4 41.6

46.534.8

国公立 07/08 年調査（401）

国公立 12 年調査（456）

公営 07/08 年調査（1,540）

公営12年調査（1,362）

私営 07/08 年調査（1,478）

私営12年調査（2,343）

私立 07/08 年調査（1,203）

私立 12 年調査（921）

図２－１ｃ　「新たな園児の獲得」( 園の区分別・経年比較 )

※図２－１ａ「保育者の確保」の項目は、07/08 年調査では「教員の確保」（幼稚園）、「保育士等の確保」（保育所）とたずねている。
※図２－１ｂ「保育者の資質の維持、向上」の項目は、07/08 年調査では「教員の質の維持、向上」（幼稚園）、「保育士等の質の維持、向上」（保育所）とたずねている。
※認定こども園については、経年データはないため、図から除外。（　）内はサンプル数。

貴園の保育実践上、運営上、もっとも重要な課題だと思うものについて、ご記入ください。Ｑ
表２－１　園の保育実践上、運営上におけるもっとも重要な課題（園の区分別）

※園運営上の課題をたずねた 22 項目のうち、もっとも重要な課題として１つ選択。（　）内はサンプル数。
☆は同率、同位。

１位 ２位 ３位 ４位 ５位

全体
（5,221）

保育者の資質の維持、
向上　　　　　　 21.8 保育者の確保          13.4 施設・設備の充実　7.5 予算（補助金、保育料

など）の確保　　　7.3 新たな園児の獲得　　　　　7.1

幼稚園

国公立
（456）

保育者の資質の維持、
向上　　　　　　 23.0

施設・設備の充実
7.7 新たな園児の獲得    7.5

保育者の確保☆   　 6.8
安全、防犯の取り組み☆
　 　　　　　　　   6.8

障害のある子ども・特別に支援
を要する子どもの対応☆   　 5.5
園の統廃合☆　　　　　　    5.5

私立
（921）

新たな園児の獲得
　　　　　　　　 19.8

保育者の資質の維持、
向上    　　　　      18.1

予算（補助金、保育料
など）の確保    　  11.3 施設・設備の充実  　8.3 保育者の確保　　　　　　　6.8

保育所

公営
（1,362）

保育者の資質の維持、
向上　　　　　　 23.1 保育者の確保　     15.2 園の統廃合　 　　   7.5 施設・設備の充実  　6.5 障害のある子ども・特別に支援

を要する子どもの対応  　　  3.9

私営
（2,343）

保育者の資質の維持、
向上　　　　　　 22.1 保育者の確保　     16.6 予算（補助金、保育料

など）の確保 　　　9.3 施設・設備の充実 　7.8 新たな園児の獲得　　　　　4.8

認定こども園（139） 保育者の資質の維持、
向上　　　　　　 23.0

予算（補助金、保育料
など）の確保   　   12.2 保育者の確保　  　  7.9 施設・設備の充実　 5.8

新たな園児の獲得☆   　　　 4.3
障害のある子ども・特別に支援
を要する子どもの対応☆         4.3 
安全、防犯の取り組み☆ 　　4.3

（％）

020406080
（％）
100

保育所

幼稚園

国公立

私立

21.2 26.7
12 年調査（456）

12 年調査（921）

29.6 30.5

公営

私営

07/08 年調査（1,540）

12 年調査（1,362）

07/08 年調査（1,478）

12 年調査（2,343）

8.4 26.8
13.1 25.3

20.3 36.5
19.6 35.1

とてもあてはまる まああてはまる

（％）
0 20 40 60 80 100

07/08 年調査（401）

07/08 年調査（1,203） 36.6
50.8

38.6
32.1

保育所

幼稚園
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園の区分別に保育者の資質向上に必要なことの上位５項目をみると、「保育者の給与面での待遇改
善」「養成課程の教育内容の充実」「非正規雇用保育者の正規化」など、どの園の区分でも同じ項目
が並ぶ（表２－２）。また、国公立幼稚園・公営保育所では、非正規雇用保育者は５割前後となっ
ていることがわかる。

※各園の平均値を区分ごとに分析。保育者合計数と、雇用形態別の内訳が合致したサンプルのみを分析。
※（　）はサンプル数。

保育者の資質向上に必要なこと　　「保育者の給与面での待遇改善」は７割
　　

貴園の保育者の資質が向上するために必要だと思うことについて、あてはまる番号すべてに
○をつけてください。Ｑ

図２－２　保育者の資質の向上のために必要なこと（全体）

※複数回答。「その他」を含めた 28 項目のうち、50%以上の選択率であった９項目のみ図示。

71.8

66.2

59.2

54.9

54.3

54.3

（％）
0 20 40 60 8010 30 50 70

保育者の給与面での待遇改善 

61.9

59.6

52.0

表２－２　保育者の資質の向上のために必要なこと（園の区分別）

園長・所長・施設長、副園長（教頭）・副所長・副施設長、主任（担任をしない）を除く保育者について、
保育者の合計人数と雇用形態別の内訳人数をおたずねします。Ｑ

図２－３　保育者に占める正規雇用者・非正規雇用者の比率（園の区分別）

１位 ２位 ３位 ４位 ５位

国公立幼稚園
（456）

養成課程の教育内容の
充実　　　　　　66.9

非正規雇用保育者の
正規化　　　　　64.7

保育者同士が学び合う
園の風土づくり　　64.0

園内研修の内容の充実
　　　　　　　　60.5

管理職の指導力の向上
　　　　　　　　60.1

私立幼稚園
（921）

保育者の給与面での
待遇改善　　　　77.2

養成課程の教育内容の
充実　　　　　　68.6

保育者同士が学び合う
園の風土づくり　　60.6

管理職の指導力の向上
　　　　　　　　56.0

園内研修の内容の充実
55.3

公営保育所
（1,362）

職員配置基準の改善
　　　　　　　　72.6

非正規雇用保育者の
正規化　　　　　67.7

養成課程の教育内容の
充実　　　　　　　62.1

管理職の指導力の向上
　　　　　　　　61.2

保育者同士が学び合う
園の風土づくり　　59.5

私営保育所
（2,343）

保育者の給与面での
待遇改善　　　　83.4

養成課程の教育内容の
充実　　　　　　67.2

職員配置基準の改善
　　　　　　　　65.3

保育者同士が学び合う
園の風土づくり　　63.3

管理職の指導力の向上
60.1

認定こども園 
（139）

保育者の給与面での
待遇改善　　　　77.7

養成課程の教育内容の
充実　　　　　　69.1

保育者同士が学び合う
園の風土づくり　　65.5

園外研修に参加する機会
の保障　　　　　　59.7

管理職の指導力の向上
59.0

（％）

養成課程の教育内容の充実

保育者同士が学び合う園の風土づくり

管理職の指導力の向上

職員配置基準の改善

養成課程における実習指導の充実

園外研修に参加する機会の保障

園内研修の内容の充実

保育者のメンタル面のサポート

52.9

85.1

59.8

72.6

（％）

45.8

（119）

国公立（399）

私立（798）

公営（1,154）

私営（2,024）
保育所

幼稚園

認定こども園

47.1

14.9

54.2

40.2

27.4

正規雇用者 非正規雇用者

※複数回答。区分ごとに上位 5項目のみ表示。（　）内はサンプル数。



0.4

10.1

9.4

9

※「その他」を含めた 21 項目のうち、12 項目を図示。（　）内はサンプル数。

園内研修の実施頻度では、私立幼稚園は 07 年に比べ、13.1 ポイント減少している（「週に 1 回」+「月
に１、２回」以下同）。園外研修の実施頻度は国公立幼稚園がもっとも高く、2 割を超えている。また、
保育者に必要な研修内容をみると、幼保共通して比率が高いのは、「特別な支援を必要とする子ど
もの保育」「園の保護者への子育て支援」である。

07/08 年調査に比べ、園内研修の実施頻度が下がっている

２　　園の課題および保育者の資質向上

園内研修（自園で主催する研修）を実施する頻度
について、もっとも近い番号１つに○をつけてく
ださい。Ｑ

図２－４　園内研修の実施頻度（園の区分別・経年比較）

一人の保育者が園外研修を受講する頻度
について、もっとも近い番号１つに○を
つけてください。Ｑ

図２－５　園外研修の実施頻度（園の区分別）

12 年調査（456）
0.4

12 年調査（921）

07/08 年調査（1,540）

12 年調査（1,362）

07/08 年調査（1,478）

12 年調査（2,343） 

12 年調査（139）

国公立

私立

公営

私営

保育所

幼稚園

認定こども園

（％）月に１、２回
18.007/08 年調査（401）

07/08 年調査（1,203）

年に数回

実施していない
その他 無答不明

週に１回
51.6 24.4

1.0 0.5
4.5

52.0 30.7
3.5

0.7

7.86.4
32.8 43.3

5.1
4.7

10.64.0
22.1 55.0

5.5
2.6

6.24.9
49.4 34.7

3.0
1.9

6.72.6
45.6 40.2

3.5
1.5

4.34.3
50.3 36.5

2.4
2.2

4.12.4
44.5 45.1

2.6
1.3

5.03.6
39.6 44.6

3.6
3.6

※園外研修は園が許可して保育者が受講する外部の研修など。幼稚園教員に
　ついては、法律に定められた新規採用職員研修、10 年経験者研修、免許
　状更新講習を除いた研修を指している。
※（　）内はサンプル数。

国公立（456）

私立（921）

公営（1,362）

私営（2,343） 
保育所

幼稚園

（％）

1.0

月に１、２回

0.2

年に数回

受講していない
その他

無答
不明週に１回

23.7 71.9
2.4 1.3

0.2 3.6
1.3

1.10.2
12.5 80.8

4.1
1.2

0.70.4
14.2 79.6

3.8
1.3

（139）認定こども園
1.40.7

82.7
2.2

3.6

貴園の保育者が受講する研修として、特に必要だと思う内容について、あてはまる番号すべてに
○をつけてください。Ｑ

図２－６　保育者にとって特に必要だと思う研修内容（幼保、公私別）

83.8

小学校との連携、接続

〈園運営に関すること〉

〈幼児理解や保育実践に関すること〉

〈保護者や地域に関すること〉 

幼稚園

幼児教育・保育行政や国の施策

子ども・子育て新システム

特別な支援を必要とする子どもの保育

子どもの発達障害の特性の理解

幼児（3～5歳児）の保育の内容、方法

子どもの発達

運動、遊びの実技演習

指導計画の作成

乳児（0～2歳児）の保育の内容、方法

園の保護者への子育て支援

地域の保護者への子育て支援

保育所 （％）
0 20 40 60 80 100020406080

（％）
100

53.1
47.8

56.2
58.1
55.4

48.6

70.9
58.7
61.6

56.5
59.2
65.0

57.9
60.6

50.8
48.7
47.4
44.3

57.9
66.8

74.9
69.3

36.6
35.7

7.8
3.7

45.6
39.7

54.1
53.7

55.0
55.5

53.7
59.9

60.3
55.9

78.5
59.2

34.9
29.2

59.6
46.5

70.0
47.0

　　公営（1,362） 
　　私営（2,343）

　　国公立（456） 
　　私立（921）

73.0
63.3

22.1
25.4

※認定こども園については、12 年調査がはじめての調査となるため、経年データなし。
※（　）内はサンプル数。

12.7

預かり保育の終了時刻が遅くなったり、保護者や子ども
の多様なニーズに対応するなど、園の現場ではかなりゆ
とりがなくなっているのではと推測しています。

汐見稔幸先生のコメント
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定員充足率

保育所の０～２歳児の定員超過率では、私営保育所は 08 年に比べて若干増加し（3.4 ポイント）、
61.8% となっている。一方、幼稚園の３～５歳児の定員割れ率では、国公立幼稚園は 94.2%、私
立幼稚園は 79.4% である。さらに、地域別でみると、私営保育所では「都市部」のほうが定員超
過率が高い（０～２歳児 65.7%、３～５歳児 56.9%）傾向がみられる。

※各年齢の定員数と実員数に記入のあったサンプルのみを分析。（　）内はサンプル数。
※地域別での「都市部」は、首都圏（東京都・神奈川県・千葉県・埼玉県）と近畿圏（京都府・大阪府・兵庫県）を設定。
※定員超過率は「100%を超え 125%未満」+「125%以上 150%未満」+「150%以上」の％。
※定員割れ率は「50%未満」+「50%以上 75%未満」+「75%以上 100%未満」の％。

３ 保育所（０～２歳児）は定員超過、幼稚園（３～５歳児）は定員割れをしている

貴園の各年齢の定員数・実員数などについて、数字を記入してください（平成 24 年 9月 1日調査時点）。Ｑ
図３－１　０～ 2歳児の定員充足率（保育所・経年比較）

50％未満 （％）

50％以上 75 ％未満
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150％以上
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8.8 33.2 26.0 17.9 5.6
1.9 

私営
07/08 年調査（491）

12年調査（1,232）

図３－２　０～ 2歳児の定員充足率（保育所・地域別）
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公営
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都市部以外（295）

私営
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図３－３　３～ 5歳児の定員充足率（園の区分別）
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私立（687）

公営（537）

私営（1,182）

（102）

図３－４　３～ 5歳児の定員充足率（園の区分別・地域別）
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園の教育・保育目標および活動実態

※複数回答。
※各活動を選択した園について、活動の指導者を選択した比率。
※「体操（組体操など）」「音楽活動（鼓笛隊など）」「英語」のみ表示。

４
幼稚園、保育所、認定こども園ともに、「基本的な生活習慣を身につけること」を教育・保育目標
の１位にしている。一方、園の通常の保育時間に一斉に行う活動として、私立幼稚園の５～８割弱
が「体操」「音楽活動」「英語」「ひらがな（書き）の練習」をあげている。また、「英語」や「体操」
は、私立幼稚園、私営保育所、認定こども園では外部講師による指導を行う比率が高い。

どの園でも「基本的な生活習慣」を教育・保育目標としてもっとも重視

貴園が教育・保育の目標として特に重視していることを、次にあげるものから３つまで選んで、
その番号を記入してください。Ｑ

表４－１　教育・保育の目標として特に重視していること（幼稚園・保育所・認定こども園）

１位 ２位 ３位 ４位 ５位

幼稚園
（1,377）

基本的な生活習慣を
身につけること　39.3

健康な身体をつくる
こと　　　　　　34.2

友だちを大事にし、仲良く
協力すること　　　32.0

豊かな情操や感性を育む
こと　　　　　　　31.4

人への思いやりをもつ
こと　　　　　　　29.8

保育所
（3,705）

基本的な生活習慣を
身につけること　44.0

健康な身体をつくる
こと　　　　　　43.9

人への思いやりをもつ
こと　　　　　　　35.8

友だちを大事にし、仲良く
協力すること　　　28.3

豊かな情操や感性を育む
こと　　　　　　　27.7

認定こども園
（139）

基本的な生活習慣を
身につけること　38.8 

健康な身体をつくる
こと　　　　　　36.7

豊かな情操や感性を育む
こと 　　　　　　   33.8

遊びの中でいろいろな
ものに興味をもつこと   32.4

人への思いやりをもつ
こと　　　　　　   26.6 

（％）

※３つまで選択。「その他」を含めた 17 項目のうち、上位 5位を表示。
※（　）内はサンプル数。

Ｑ
図４－１　通常時間内の一斉に行う活動（園の区分別）

通常の保育の時間に、クラス全員で下記のような活動を一斉に行っていますか。

※複数回答。
※「その他」を図から除いて図示。

表４－２　一斉に行う活動の指導者（私立幼稚園・私営保育所・認定こども園）

英語 体操（組体操など） 音楽活動（鼓笛隊など）

園の保育者 外部講師 園の保育者 外部講師 園の保育者 外部講師

私立幼稚園 17.6 89.3 46.1 78.4 83.2 31.7

私営保育所 12.9 91.3 50.9 62.8 77.0 37.9

認定こども園 15.8 90.8 56.6 65.7 75.9 43.0

（％）
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2.9
10.1

29.028.9
22.3

17.1
10.7

33.8

58.0
54.7

0.9 0.12.0
5.9 4.3

0.4 0.1
4.0

7.3 7.2

体
操
（
組
体
操
な
ど
）

音
楽
活
動

（
鼓
笛
隊
な
ど
）

ひ
ら
が
な（
読
み
）の

練
習

ひ
ら
が
な（
書
き
）の

練
習

数
、
計
算
の
練
習

英
語

パ
ソ
コ
ン

漢
字

　　国公立幼稚園 (456)
　　私立幼稚園 (921)
　　公営保育所 (1,362)
　　私営保育所 (2,343)
　　認定こども園 (139)

0

20

40

60

80
（％）

10

30

50

70



12

子育て支援

子育て支援の一環として行う２歳児の受け入れは、私立幼稚園のほうが多く、07 年に比べて増加
している。在園児や地域の保護者などを対象にした子育て支援活動で、園の区分を問わず多いのは、
「子育て相談（園の職員による）」と「園庭の開放」で、６～９割弱が実施している。

※複数回答。子育て支援活動の対象者について「在園児の保護者」「地域の保護者など」のいずれかまたは両方に対して行っていると回答した園を分析。
★調査票では、「体験保育（入園前の親子が園に来て、給食までの時間を過ごすこと）」とたずねている。
★★調査票では、「出前保育（貴園の保育者が地域の施設に出向いて行う保育）」とたずねている。

５ 私立幼稚園では２歳児の受け入れが 07年に比べて増加し、４割となる

貴園では、子育て支援の一環として２歳児を受け入れていますか（未就園児クラスを含む。親子登園とは異なる）。
あてはまる番号に○をつけてください。Ｑ

図５－１　２歳児の入園受け入れ（幼稚園・経年比較）

図５－２　子育て支援活動（園の区分別）

※ 07/08 年調査では、「2歳児の入園（親子登園とは異なる）を受け入れていますか」とたずねている。
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貴園では、次の子育て支援活動を行っていますか。あてはまる番号すべてに○をつけてください。Ｑ
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※実施している園のみ。（　）内はサンプル数。無答不明を除く。
※ 07/08 年調査は、「16:00~16:59」などからあてはまるものを選択、12 年調査は終了時刻を記入している。「16:00」は ｢16 時台｣ として分類した。

預かり保育を実施している園のうち、私立幼稚園の 95.4%が「平日に毎日」、61.1％は「長期休業
中」も実施している。預かり保育の終了時刻は、私立幼稚園の 50.8%が「18 時台」、8.8%は「19
時台以降」である。預かり保育での活動内容は、「自由遊び」や「絵本や紙芝居の読み聞かせ」、「数
人で遊べるゲーム」などが多い。

私立幼稚園の 96.7％が預かり保育を実施している

貴園では預かり保育を実施していますか。あてはまる番号１つに○をつけてください。Ｑ
図５－３　預かり保育の実施率（幼稚園・経年比較）

※（　）内はサンプル数。

実施日について、あてはまる番号すべてに○をつけてください。Ｑ
図５－４　預かり保育の実施日（私立幼稚園）

※実施している園のみ。サンプル数は 891 園。
※複数回答。「その他」を含めた７項目のうち、「平日に毎日」「長期休業中」のみ図示。

通常保育終了後（夕方）の預かり保育が終了する時刻を記入してください。Ｑ
図５－５　預かり保育の終了時刻（私立幼稚園・経年比較）

活動内容について、あてはまる番号すべてに○をつけてください。Ｑ
図５－６　預かり保育の活動内容（私立幼稚園）

※実施している園のみ。サンプル数は 891 園。
※複数回答。「その他」を含めた 13 項目から選択率 50%以上の活動のみ図示。
★調査票では、「数人で遊べるゲーム（トランプなどのカードゲームやボードゲーム）」とたずねている。

■預かり保育：幼稚園教育要領では、教育課程にかかわる教育時間の終了後などに行う教育活動としている。学校教育法第 24 条で規定。
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園児が小学生と一緒
に活動をする

園児が小学校の見学
や授業参観をする

園児が運動会や発表
会など、小学校の行事
に参加する

小学生が園の行事を
見学したり、参加し
たりする

園児が運動会や発表会
など、小学校の行事を
見学する

幼稚園
国公立（427） 86.2 69.1 43.6 42.9 40.5
私立（618） 63.4 57.3 20.9 33.8 18.4

保育所
公営 (1,069) 68.8 54.8 39.7 38.4 34.2
私営 (1,659) 61.2 53.6 31.8 43.7 32.3

認定こども園 (107) 69.2 65.4 33.6 45.8 34.6

14

小学校との連携

国公立幼稚園 91.0%、私立幼稚園 80.0%、公営保育所 91.1%、私営保育所 91.3%、認定こども園
91.3%は、指導要録や保育要録、こども要録を、小学校へ送付している。幼稚園については、国公立、
私立ともに経年で送付率が上がった。園児と小学生との交流は、園の区分によって差があるが、６～
９割行われており、活動内容は、小学生と一緒の活動や、小学校の授業や行事の見学が多い。

※図６－３は、「その他」を含めた 11 項目のうち、「小学生」を選択した比率。図６－４は、「小学校の教員（校長を含む）」を選択した比率。（　）内はサンプル数。

６ 保育所保育指針改定後、保育所の9割が保育要録を小学校へ送付している

幼稚園幼児指導要録または保育所児童保育要録または認定こども園こども要録の写し（あるいは抄本）について、
あてはまる番号１つに○をつけてください。Ｑ

図６－１　指導要録・保育要録・こども要録の小学校への送付（園の区分別・経年比較）

送付する時期について、あてはまる番号１つに○をつけてください。Ｑ
図６－２　指導要録・保育要録・こども要録の小学校への送付時期（園の区分別）

貴園の園児は、次にあげる園外の人たちと計画的に交流活動をしたことがありますか。Ｑ
図６－３　「小学生」との交流（園の区分別） 図６－４　「小学校の教員（校長を含む）」との交流（園の区分別）

※幼稚園のみ、経年比較。
※「送付している」は、12 年調査では「小学校に送付していて、内容について小学校側に補足説明する場がある」＋「小学校に送付しているが、内容について
　小学校側に補足説明する場はない」の％。（　）内はサンプル数。

※要録を送付している園のみ。（　）内はサンプル数。

※「小学生」「小学校の教員（校長を含む）」のいずれかまたは両方に回答した園のみ分析。（　）内はサンプル数。
※複数回答。「その他」を含めた９項目中５項目を表示。

どのような交流や活動の場がありますか。あてはまる番号すべてに○をつけてください。Ｑ
表６－１　園と小学生や小学校教員の交流（園の区分別）

（％）
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私立（737）

公営（1,241）

私営（2,140）

（127）

（％）
年長児の２月末以前 年長児の３月 小学校への入学後

無答不明

2.9

0.9

17.9 3.0

19.8 1.9

11.8 81.1

86.3 4.1

10.3 79.5 9.2

77.0

74.6 3.7

3.9 3.1

07/08 年調査（401）

12年調査（456）

07/08 年調査（1,203）

12年調査（921）

（％）
送付している 送付していない

無答不明

56.0 10.4

保育所

幼稚園

認定こども園

国公立

私立

公営

私営

12年調査（1,362）

12年調査（2,343）

12 年調査（139）

9.580.8 9.7

3.391.0 5.7

12.780.0 7.3

2.991.1 6.0

3.891.3 4.9

5.091.3 3.6

33.6

（％）
0 20 40 10060 80

▪以下は指導要録・保育要録・こども要録と表す。

2.1
保育所

幼稚園

認定こども園

保育所

幼稚園

認定こども園
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保育所保育指針改定による変化

※〔　〕内の数値は、「とてもあてはまる」＋「まああてはまる」の％。
※サンプル数は、公営保育所 1,362 園、私営保育所 2,343 園。

７
保育所保育指針が 2009 年に施行されたことにより、６割前後が「保育の質が向上した」と回答し
ている。「保育所の役割がより明確になった」、「施設長の意識が向上した」などの変化があったと
いう回答割合も高かった。一方で、「保育の計画、評価、子育て支援など、園としてやるべきこと
が増加した」や「保育にかかわる事務量が増加した」の回答割合も高かった。

保育士や施設長の意識が向上した一方、事務量が増加したと感じている

2009 年から新しい保育所保育指針が実施されています。このことにより、次のような変化はありましたか。
それぞれ、あなたの考えにもっとも近い番号１つに○をつけてください。Ｑ

図７－１　保育所保育指針改定による変化（保育所）

▪通知文書から告示文書へと法的性格を高める
▪環境による教育の強調と５領域による保育内容のあらためての鮮明化
▪保育所児童保育要録の小学校への送付
▪保育士の資質向上のための研修の義務づけ、自己評価と公表
▪子育て支援の強化：保護者の養育力の向上に資するよう適切な支援を行うなど

（％）
0 20 40 60 80

とてもあてはまる まああてはまる

公営保育所

私営保育所

公営保育所

私営保育所

公営保育所

私営保育所

公営保育所

私営保育所

公営保育所

私営保育所

公営保育所

私営保育所

公営保育所

私営保育所

公営保育所

私営保育所

公営保育所

私営保育所

公営保育所

私営保育所

保育所の役割がより明確
になった

施設長の意識が向上した

保育士等の意識が向上し
た

日常的に、保育指針を参
考にして保育を行うよう
になった

子育て支援の体制や内容
が充実した

研修にかける時間が増加
した

保育の計画、評価、子育
て支援など、園としてや
るべきことが増加した

保育の質が向上した

保育所の運営にプラスの
影響を与えた

保育にかかわる事務量が
増加した

21.2 〔79.3〕58.1

18.0 53.7

20.5 62.3

18.1 56.3

12.6  63.1

11.9 56.6

9.0 59.0

11.8  53.4

12.0 52.4

9.3 48.1

12.6  45.7 

12.9 43.4

 30.2 48.8

32.5 46.1

 26.5  42.2

27.3  41.1 

7.7 56.8

7.6  52.3

 5.5 49.9

 5.5  42.0

　保育所保育指針の改定では、保育所の役割が大綱化され、通知
から告示へ変わり、法的な拘束力が強まりました。通園児や地域
の保護者への支援も盛り込まれ、保育所は「子どもを預かる施
設」から「地域で子どもを育てる施設」に変わったといえましょ
う。保育士の資質向上のための研修についても盛り込まれ、保育
士の間でも、よい保育をしなければという意識が高くなっている
ように感じます。調査結果で「保育所の役割がより明確になった」

汐見稔幸先生のコメント
「施設長の意識が向上した」にあてはまる比率が高いのはその意
識を反映しているからだと思います。
　保育所の役割が拡大したことで、「保育の計画、評価、子育て支
援など、園としてやるべきことが増加した」という回答も高くなっ
ています。「保育にかかわる事務量が増加した」の回答も高くなっ
ているのは、保育士などのスタッフが増えないなかで、やること
が増えているので、勤務シフトのやりくりなども発生し、精神的
にも仕事が増えたと感じているのではないかと思います。

保育所保育指針
2008年の改定の
ポイント

100

〔71.7〕

〔82.8〕

〔74.4〕

〔75.7〕

〔68.5〕

〔68.0〕

〔65.2〕

〔64.4〕

〔57.4〕

〔58.3〕

〔56.3〕

〔79.0〕

〔78.6〕

〔68.7〕

〔68.4〕

〔64.5〕

〔59.9〕

〔55.4〕

〔47.5〕
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